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１１

１ 埼玉県における中山間地域等直接支払制度の取組状況１ 埼玉県における中山間地域等直接支払制度の取組状況

（１）実施市町村数 １４市町村（１）実施市町村数 １４市町村

秩父市、本庄市、毛呂山町、越生町、小川町、鳩山町、ときがわ町、秩父市、本庄市、毛呂山町、越生町、小川町、鳩山町、ときがわ町、

横瀬町、皆野町、小鹿野町、東秩父村、美里町、神川町、寄居町横瀬町、皆野町、小鹿野町、東秩父村、美里町、神川町、寄居町
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１ 埼玉県における中山間地域等直接支払制度の取組状況１ 埼玉県における中山間地域等直接支払制度の取組状況１ 埼玉県における中山間地域等直接支払制度の取組状況

（２）協定数 ７９協定（２）協定数 ７９協定

□協定種類別□協定種類別

集落協定：７４協定（93.7％） 個別協定：５協定（6.3％）集落協定：７４協定（93.7％） 個別協定：５協定（6.3％）

□単価別□単価別

体制整備単価：６２協定（78.5％）[集落協定５７協定、個別協定５協定]体制整備単価：６２協定（78.5％）[集落協定５７協定、個別協定５協定]78.5 [ ]

基礎単価（体制整備単価の８割）：１７協定（21.5％）[集落協定１７協定]基礎単価（体制整備単価の８割）：１７協定（21.5％）[集落協定１７協定]

（３）交付面積 ４０１ｈａ（３）交付面積 ４０１ｈａ

□地目別□地目別

田：１９６ｈａ（48.9 ％） 畑：２０５ｈａ（51.1％）田：１９６ｈａ（48.9 ％） 畑：２０５ｈａ（51.1％）

□交付基準別□交付基準別

急傾斜：１５６ｈａ（38.9％） 緩傾斜：２３０ｈａ（57.4 ％）急傾斜：１５６ｈａ（38.9％） 緩傾斜：２３０ｈａ（57.4 ％）

3.7高齢化率・耕作放棄地率：１５ｈａ（3.7％）3.7

２２



３３

１ 埼玉県における中山間地域等直接支払制度の取組状況１ 埼玉県における中山間地域等直接支払制度の取組状況

（４）交付金額 ３５，１４４千円（４）交付金額 ３５，１４４千円

（うち共同取組活動分１８，１３３千円、個人配分１７，０１１千円）（うち共同取組活動分１８，１３３千円、個人配分１７，０１１千円）

協定面積（５）取組の推移 協定面積

交付金額

（５）取組の推移

中山間地域等直接支払制度の取組推移
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２ 最終評価の実施２ 最終評価の実施

目的目的

最終評価は、市町村段階、都道府県段階並びに全国段階において、集落協定及び個別最終評価は、市町村段階、都道府県段階並びに全国段階において、集落協定及び個別

協定で規定した農業生産活動等として取り組むべき事項等について行い、制度全体の見直協定で規定した農業生産活動等として取り組むべき事項等について行い、制度全体の見直

し等に活用することを目的とする。し等に活用することを目的とする。
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○農業生産活動等として取り組むべき事項
○農業生産活動等の体制整備として取り組むべき事項○農業生産活動等の体制整備として取り組むべき事項
○その他協定締結活動○その他協定締結活動
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５５

３ 市町村の最終評価結果３ 市町村の最終評価結果

＜交付金交付の効果等＞＜交付金交付の効果等＞
（１）集落マスタープランに定めた取り組むべき事項（１）集落マスタープランに定めた取り組むべき事項

集落が共同で実施する農地の維持・管理を推進するための活動が明確となる。集落が共同で実施する農地の維持・管理を推進するための活動が明確となる。
また、共同活動は地域に連帯感をもたらしている。地域の課題を早期に認識また、共同活動は地域に連帯感をもたらしている。地域の課題を早期に認識

し、課題解決に向けた行動が実施されるなど、地域力の向上が見られた。し、課題解決に向けた行動が実施されるなど、地域力の向上が見られた。

集落マスタープラン項目集落マスタープラン項目
（おおむね10～15年後の実現を目途とした目標）（おおむね10～15年後の実現を目途とした目標）

○集落における将来像○集落における将来像
・集積対象者を核とした農業生産活動等の体制整備・集積対象者を核とした農業生産活動等の体制整備
・集落ぐるみの農業生産活動等の体制整備
・地域の実情に即した農業生産活動等の体制整備 など

○将来像を実現するための活動目標と活動計画○将来像を実現するための活動目標と活動計画
・協定農用地の拡大 ・認定農業者の育成・協定農用地の拡大 ・認定農業者の育成
・機械・農作業の共同化等営農組織の育成 ・多様な担い手の確保・機械・農作業の共同化等営農組織の育成 ・多様な担い手の確保
・高付加価値型農業の実践 ・担い手への農地集積・高付加価値型農業の実践 ・担い手への農地集積
・地場産農産物等の加工・販売 ・担い手への農作業の委託・地場産農産物等の加工・販売 ・担い手への農作業の委託
・農業生産条件の強化 ・共同で支え合う集団的かつ持続可能な体制整備
・新規就農者の確保



３ 市町村の最終評価結果３ 市町村の最終評価結果

＜交付金交付の効果等＞＜交付金交付の効果等＞

（２）農業生産活動等として取り組むべき事項（２）農業生産活動等として取り組むべき事項

○耕作放棄の防止等の活動○耕作放棄の防止等の活動
農業生産活動に交付金が交付されるのをきっかけとして、２．２ｈａが農振農用農業生産活動に交付金が交付されるのをきっかけとして、２．２ｈａが農振農用

地区域に編入され、０．６ｈａの耕作放棄地が復旧された。地区域に編入され、０．６ｈａの耕作放棄地が復旧された。
耕作放棄されそうな農地については、集落内外の協力を得て農作業を委託し耕作放棄されそうな農地については、集落内外の協力を得て農作業を委託し

たり、農地法面の崩落防止等の定期点検を実施するなど、本制度への取組によりたり、農地法面の崩落防止等の定期点検を実施するなど、本制度への取組により
耕作放棄の防止に向けた活動が適正に実施された。耕作放棄の防止に向けた活動が適正に実施された。

（項目）（項目）
・利用権設定、農作業委託 ・農地法面の崩壊防止のための定期点検・利用権設定、農作業委託 ・農地法面の崩壊防止のための定期点検
・耕作放棄地復旧、林地化 ・協定農用地への柵、ネット等の設置 など

○水路、農道等の管理活動○水路、農道等の管理活動
年２回程度の共同活動により、水路２８，５０７ｍ、農道５７，３４４ｍが適正に年２回程度の共同活動により、水路２８，５０７ｍ、農道５７，３４４ｍが適正に年２回程度の共同活動により、水路２８，５０７ｍ、農道５７，３４４ｍが適正に

管理された。定期的な活動は水路、農道の崩壊箇所の早期発見、改善につな管理された。定期的な活動は水路、農道の崩壊箇所の早期発見、改善につな
がり、農地保全に効果をあげている。がり、農地保全に効果をあげている。

（項目）
・草刈り
・水路清掃、農道簡易補修 など・水路清掃、農道簡易補修 など

６６



７７

３ 市町村の最終評価結果３ 市町村の最終評価結果

＜交付金交付の効果等＞＜交付金交付の効果等＞

（２）農業生産活動等として取り組むべき事項（２）農業生産活動等として取り組むべき事項

○多面的機能を増進する活動○多面的機能を増進する活動
周辺林地の下草刈りが１６ｈａで行われ、鳥獣害や病虫害の防止、景観向上周辺林地の下草刈りが１６ｈａで行われ、鳥獣害や病虫害の防止、景観向上

に役立っている。に役立っている。
また、棚田オーナー制度１ｈａ、体験農園が０．７ｈａで実施され、地域農業のまた、棚田オーナー制度１ｈａ、体験農園が０．７ｈａで実施され、地域農業の

活性化に功を奏している。活性化に功を奏している。

（項目）（項目）
・周辺林地の下草刈り ・土壌流亡に配慮した営農・周辺林地の下草刈り ・土壌流亡に配慮した営農
・棚田オーナー制度、体験農園の開設、運営等 ・魚類・昆虫類の保護
・景観作物の作付 など



３ 市町村の最終評価結果３ 市町村の最終評価結果

＜交付金交付の効果等＞＜交付金交付の効果等＞
事例１（横瀬町寺坂集落）事例１（横瀬町寺坂集落）

耕作放棄地の再生等を通して農業・農村が有する多面的機能を農業者が再認耕作放棄地の再生等を通して農業・農村が有する多面的機能を農業者が再認
識するきっかけとなっている。また、都市住民との交流が促進されるなど、保健・休識するきっかけとなっている。また、都市住民との交流が促進されるなど、保健・休
養機能が維持・増進されている。養機能が維持・増進されている。

棚田の保全（横瀬町） 後継者不足等のため耕作放棄地が増加棚田の保全（横瀬町）

寺坂棚田保存会都市住民を
巻き込んだ

寺坂棚田保存会
寺坂集落協定

巻き込んだ
寺坂集落協定
寺坂棚田学校寺坂棚田学校

寺坂棚田オーナーの会
寺坂ふれあい農園学校

多面的機能の維持・増進多面的機能の維持・増進

景観の保全 観光・保健休養景観の保全 観光・保健休養
棚田での田植え体験

水源のかん養
棚田での田植え体験

水源のかん養

８８



９９

３ 市町村の最終評価結果３ 市町村の最終評価結果

＜交付金交付の効果等＞＜交付金交付の効果等＞
（３）農業生産活動等の体制整備として取り組むべき事項（３）農業生産活動等の体制整備として取り組むべき事項

○農用地等保全マップの作成及び実践○農用地等保全マップの作成及び実践
マップに図示することにより、保全すべき農用地と取り組むべき事項が明確にマップに図示することにより、保全すべき農用地と取り組むべき事項が明確に

なり、取組が持続的なものとなった。なり、取組が持続的なものとなった。

（マップに定める項目）（マップに定める項目）
・農地法面、水路、農道等の補修・改良が必要となる範囲又は位置・農地法面、水路、農道等の補修・改良が必要となる範囲又は位置
・既耕作放棄地の復旧又は林地化を実施する範囲・既耕作放棄地の復旧又は林地化を実施する範囲
・農作業の共同化又は受委託等が必要となる範囲 など・農作業の共同化又は受委託等が必要となる範囲 など

○Ａ要件○Ａ要件
加工用途にも向く作物が新たに２ｈａ作付けされ、高付加価値型農業の実践加工用途にも向く作物が新たに２ｈａ作付けされ、高付加価値型農業の実践

につながったほか、第３セクターや商工会等との連携による地場産農産物等のにつながったほか、第３セクターや商工会等との連携による地場産農産物等の
加工・販売の取組が７件みられるなど、農業経営の向上につながる取組が進展加工・販売の取組が７件みられるなど、農業経営の向上につながる取組が進展
した。した。
また、５．５ｈａにおいて機械や施設の共同化が実施されるなど、生産基盤のまた、５．５ｈａにおいて機械や施設の共同化が実施されるなど、生産基盤の

強化に向けた取組も実行された。強化に向けた取組も実行された。

（項目）
・協定農用地の拡大 ・新規就農者の確保
・機械・農作業の共同化 ・認定農業者の育成・機械・農作業の共同化 ・認定農業者の育成
・高付加価値型農業の実践 ・担い手への農地集積・高付加価値型農業の実践 ・担い手への農地集積
・地場産農産物等の加工・販売 ・担い手への農作業委託 など・地場産農産物等の加工・販売 ・担い手への農作業委託 など



３ 市町村の最終評価結果３ 市町村の最終評価結果

＜交付金交付の効果等＞＜交付金交付の効果等＞
（３）農業生産活動等の体制整備として取り組むべき事項（３）農業生産活動等の体制整備として取り組むべき事項

○Ｃ要件○Ｃ要件
高齢化に伴い作業を行うことが困難になる協定参加者が増えていくが、もしも高齢化に伴い作業を行うことが困難になる協定参加者が増えていくが、もしも

の際の体制が整っているため、協定に参加しやすくなった。の際の体制が整っているため、協定に参加しやすくなった。
実際に耕作の継続が困難な事態が発生した際には、滞りなく農業生産活動が実際に耕作の継続が困難な事態が発生した際には、滞りなく農業生産活動が

継続された。継続された。

（項目）（項目）
・農業生産活動等の継続が困難な農用地が発生した場合の支援体制（集落内外の役割分担等）の取り決め・農業生産活動等の継続が困難な農用地が発生した場合の支援体制（集落内外の役割分担等）の取り決め

（４）その他協定締結による活動（４）その他協定締結による活動

○地域・集落の活性化○地域・集落の活性化
共同作業や話合いを通して、住民のつながりが深まり、企業が従業員の福利共同作業や話合いを通して、住民のつながりが深まり、企業が従業員の福利

厚生事業の一環として実施している農業体験を受け入れるなどの新たな取組も厚生事業の一環として実施している農業体験を受け入れるなどの新たな取組も
始まり、地域の活性化に効果をあげた。始まり、地域の活性化に効果をあげた。
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１１１１

３ 市町村の最終評価結果３ 市町村の最終評価結果

＜交付金交付の効果等＞＜交付金交付の効果等＞
事例２（皆野町立沢集落）事例２（皆野町立沢集落）

農道の草刈りや柿の剪定を共同で行っているほか、交付金を利用して動力農道の草刈りや柿の剪定を共同で行っているほか、交付金を利用して動力
噴霧機を購入し、共同防除も実施している。柿を使った商品開発にも取り組み、噴霧機を購入し、共同防除も実施している。柿を使った商品開発にも取り組み、
地域に活力が生まれている。地域に活力が生まれている。地域に活力が生まれている。

柿商品で集落活性化（皆野町）柿商品で集落活性化（皆野町）

町の遊休農地解消のための町の遊休農地解消のための
柿の苗木助成事業を活用 地場産農産物の柿の苗木助成事業を活用 地場産農産物の

加工・販売加工・販売

連 携連 携

皆野町皆野町
柿生産組合柿生産組合

皆野町商工会皆野町商工会

集落共同で柿の選定作業 柿チップ・あんぽ柿集落共同で柿の選定作業 柿チップ・あんぽ柿



４ 制度の成果と課題４ 制度の成果と課題

制度は農業者の作付意欲を向上させ、耕作放棄地の発生防止、集落の活性制度は農業者の作付意欲を向上させ、耕作放棄地の発生防止、集落の活性
化、多面的機能の維持・発揮に結び付いている。化、多面的機能の維持・発揮に結び付いている。

しかし、多くの集落では過疎化、高齢化が深刻であり、新たな担い手の確保しかし、多くの集落では過疎化、高齢化が深刻であり、新たな担い手の確保しかし、多くの集落では過疎化、高齢化が深刻であり、新たな担い手の確保
が急務となっている。が急務となっている。

現行制度の効果現行制度の効果 課 題課 題

耕作放棄の抑制 過疎化耕作放棄の抑制
次世代の

過疎化
次世代の
担い手確保担い手確保

地域等の活性化 進 展地域等の活性化 進 展

一層の高齢化 一層の
地域活力増進

高齢化
多面的機能の維持・発揮 地域活力増進多面的機能の維持・発揮
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５ 県最終評価（案）５ 県最終評価（案）

○ 本制度は中山間地域における農業生産活動や農地の維持管理に大きな○ 本制度は中山間地域における農業生産活動や農地の維持管理に大きな○ 本制度は中山間地域における農業生産活動や農地の維持管理に大きな
役割を果たしている。役割を果たしている。

○ 一方、集落では、過疎化や高齢化がますます進行している。今後、中山間○ 一方、集落では、過疎化や高齢化がますます進行している。今後、中山間
地域の農業を支えてきた昭和一けた世代の農業者が引退していき、現行活動地域の農業を支えてきた昭和一けた世代の農業者が引退していき、現行活動
の維持が困難となる。の維持が困難となる。

○ 中山間地域以外の住民に、多面的機能の維持・増進など中山間地域の○ 中山間地域以外の住民に、多面的機能の維持・増進など中山間地域の
持つ役割への理解を深めてもらい、地域内外の住民が一体となって、この持つ役割への理解を深めてもらい、地域内外の住民が一体となって、この
地域の将来を支えていかなければならない。地域の将来を支えていかなければならない。

次世代の担い手確保と地域の活性化を車の両輪として、外部との交流を次世代の担い手確保と地域の活性化を車の両輪として、外部との交流を
促進する好循環を生み出していくことが望まれる。促進する好循環を生み出していくことが望まれる。

○ 今後も本制度の活用なくして、中山間地域の農地保全は困難であり、制度の○ 今後も本制度の活用なくして、中山間地域の農地保全は困難であり、制度の
存続が望まれる。更には、多くの地域で直面している担い手確保問題を解決存続が望まれる。更には、多くの地域で直面している担い手確保問題を解決
するための実効性のある制度の拡充が切望される。するための実効性のある制度の拡充が切望される。


